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 1検討の経緯1
 脂血・幽咄陣脂血些畑』山泌㎞】嵩.噛=一μ訓屈ム副
 ○この法律は、平成15年6月に閣議決定されたr経済財政運営と構造改革
 に関する基本方針2003」(P59参照)において検討することとされ、平成
 16年3月に閣議決定されたr規制改革・民間開放推進3か年計画」(P5
 9参照)において平成18年度から本格実施することとされたr就学前の教
 育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」を制度化するものである。
 Oこの総合施設については、平成16年12月に中央教育審議会幼児教育部
 会と社会保障審議会児童部会の合同の検討会議において、その基本的な在り
 方について審議のまとめ(P60参照)が行われ、平成18年3月には総合
 施設モデル事業評価委員会において平成17年度に全国35か所で実施した
 モデル事業の職員配置、施設設備、教育・保育の内容等について最終まとめ
 (P62参照)が行われた。
 O文部科学省及び厚生労働省においては、これらの検討を踏まえ、本年3月
 7日に「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
 る法律案」を閣議決定し、国会に提出した。同法律案は、同年6月9日に可
 決成立し、6月15日に公布されたところである(法律第77号)。
 なお、衆議院及び参議院において附帯決議が行われている。
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 皿法律の趣旨及び概要1
 .脳出_紬一_■一......一通紺_雌 』チ、晶螢
 1法律の趣旨
 O我が国の就学前の子どもに対する教育・保育についてば、
 ①満3歳からの子どもを対象に1日4時間を標準とした教育を行う学校で
 ある幼稚園と、
 ②保護者の就労等の事情により保育に欠ける。歳からの子どもを対'象に1
 日原則8時間の保育を行う児童福祉施設である保育所
 により担われてきたところである(P64参照)。
 0このように幼稚園と保育所は、その目的及び役割を異にしており、それ
 ぞれの社会的ニーズに応えてきたものであるが、近年の社会構造等の著し
 い変化を背景として、就学前の子どもに関する教育・保育のニーズは以下
 のように多様化しつつある(P65参照)。
 ①保護者が働いていれば保育所、働いていなければ幼稚園となり・保護者
 の就労の有無で利用施設が限定されるため、就労形態が多様化する中、
 就労を中断あるいは再開しても継続して利用することができない。
 ②少子化が進行し、子どもや兄弟の数が減少する中、子どもの健やかな成
 長にとって大切な集団活動や異年齢交流の機会が不足している。特に地
 方では、幼稚園・保育所別々では子ども集団が小規模化し、また運営も
 非効率な状況がある。
 ③都市部を中心に2,3万人もの保育所待機児童が存在する一方で、幼稚
 園の利用児童はこの10年間で10万人減少しており、既存施設の有効
 活用による待機児童の解消が求められている。
 ④核家族化の進行や地域の子育て力の低下を背景に、幼稚園にも保育所に
 も通わず、家庭でO～2歳の子どもを育てている者への支援が大きく不.
 足している。
 O今般の法律は、このように就学前の教育・保育に対するニーズが多様な
 ものとなっていることにかんがみ、地域において子どもが健やかに育成さ
 れる環境が整備されるよう、幼稚園及び保育所等における小学校就学前の
 子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な
 提供を推進するための措置を講じるものである。
 2法律の概要
 O今般の法律は、幼稚園、保育所等のうち、
 ①就学前の子ども教育・保育を提供する機能、すなわち保育に欠ける子ど
 もも、欠けない子どもも受け入れて教育・保育を一体的に提供する機能
 ②地域における子育て支援を行う機能、すなわちすべての子育て家庭を対
 象に、子育て不安に対応した相談や親子のつどいの場等を提供する機能
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 を備える施設について、都道府県知事から「認定こども園」としての認定
 を受けることができる仕組みを設けるものである(P6'7参照)。
 このr認定こども園」については、利用者の選択に資するよう、r認定
 こども園」との表示を義務付けるとと毛に、認定を受けた施設以外の施設
 による名称の使用を制限することとしている。
 ○こうしたr認定こども園」の認定を受ける施設としては、地域の実情に
 応じて選択が可能となるよう、総合施設モデル事業の実施類型と同様に4
 つの類型、すなわち、
 ①助保連携型(幼稚園と保育所のそれぞれの用に供される建物及びその附
 属設備が一体的に設置(幼稚園と保育所の合築等)されており、両者が
 連携し一体的な運営を行うことで認定こども園としての機能を果たすタ
 イプ)
 ②幼稚園型(幼稚園が保育に欠ける子ど毛のための保育時間を確保し、又
 は幼稚園及び認可外保育施設が一体的に設置されており.、両施設が連携
 し、一体的な運営を行い、保育所的な機能を備えることで認定こども園
 としての機能を果たすタイプ)
 ③保育所型(保育所が保育に欠けない子どもも保育し、幼稚園的な機能を
 備えることで認定こども園としての機能を果たすタイプ)
 ④地方裁量型(幼稚園、保育所いずれの認可も有しないが、地域の教育・
 保育施設が幼稚園的な機能及び保育所的な機能を備えることで認定こど
 も園としての機能を果たすタイプ)
 を認めることとしている(P68参照)。
 このように制度の枠組みとしては一、幼稚園でも保育所でもない第三の
 施設類型として認定こども園を設けるのではなく、果たすべき機能に着目
 し、幼稚園や保育所等がその法的位置付けを保持したまま認定を受ける仕
 組みとしている。
 Oその上で、職員配置等の具体的な認定基準も、文部科学大臣と厚生労働
 大臣が協議して定める指針を参酌して都道府県の条例で定めることとし、
 地域の実情に応じた柔軟な対応を可能としているが、一方で、子どもに対
 する教育・保育の質の確保の観点から、国の財政措置は幼稚園・保育所の
 認可を受けた施設に対してのみ行うこととしている。
 すなわち、財政措置については、
 ①幼保連携型は、幼稚園と保育所の双方の補助の組み合わせ
 ②幼稚園型は、従来どおり幼稚園の補助制度を活用
 ③保育所型は、従来どおり保育所の補助制度を活用
 ④地方裁量型は、国の財政措置はなく、地方自治体の一般財源
 で対応するものである。
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 ※幼稚園が認可外保育施設を併設して0～2歳の保育に欠ける子ども
 を受け入れる場合には、認可外保育施設は保育所の認可を有していな
 いため、当該認可外保育施設に関しては国の財政措置の対象とはなら
 ない。
 ○以上のような認定制度を設けた上で、認定こども園の設置促進や円滑な
 運営を図る観点から以下のような特例措置を講じるものである。
 ①幼保連携型の場合の財政上の特例(P69参照)
 幼稚園の施設整備費及ぴ運営費は、いずれも原則学校法人のみが助成
 対象とされ、学校法人以外の主体が助成を受けた場合には、私立学校振
 興助成法に基づき、学校法人化が義務付けられるが、認定こども園であ
 る幼保連携施設を構成する幼稚園及び保育所を設置する社会福祉法人に
 ついては、学校法人化措置義務の対象外とし、社会福祉法人のまま、当
 .該幼稚園について助成を受け続けることができるものとする。
 他方、保育所の施設整備費は、社会福祉法人等のみが助成対象とされ
 ているが、認定こども園である幼保連携施設を構成する幼稚園及ぴ保育
 所の設置者が同一の学校法人である場合には、当該学校法人も助成対象
 とする。
 なお、保育所の運営費は、従来から学校法人立保育所も助成対象とさ
 れているが、幼保連携型の認定こども園の場合には、幼稚園と保育所の
 合計定員が現在の認可基準である60人に達する場合には、保育所の定
 員が10人でも保育所の認可を行うことを認め、助成対象を拡大する。
 ②認定こども園の認定を受けた保育所に係る利用手続きの特例(P70参
 照)
 現在、幼稚園は利用者と施設との契約により利用されているが、保育
 所は利用者と市町村との契約により利用され、利用料も市町村が決定す
 る仕組みとなっている。
 認定こども園は、保育に欠ける子どもだけでなく、保育に欠けない子
 どもも利用する施設であることから、利用者にとって分かりやすい利用
 手続きとなるよう、認定こども園の認定を受けた保育所については、利
 用者と施設との直接契約により利用することとし、利用料も基本的に施
 設で決定することとする。
 一4一



 皿逐条解説
 、出一・一…一一__・.・・コ争
 麺
 0第1条は本法律の目的を規定するものである。
 O豆で記述したように、就学前の教育及び保育に対するニーズは多様化して
 おり、本法律は、こうした状況にかんがみ、地域における創意工夫を生かし
 つつ、幼稚園及び保育所等における小学校就学前の子どもに対する教育及び
 保育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な提供を推進するための措置
 を講じ、もって地域において子どもが健やかに育成される環境の整備に資す
 ることを目的とするものである。
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 <第2条(定義)>1
 一・r伊7椰1=7:叶噸一曽コーて■r.一一一一・、■『一一一謂■・
 O第2条は、用語の定義を行うものである。
 [第1～3項]
 Oそれぞれ、「子ども」、
 規定するものである。
 r幼稚園」、r保育所」の語についての定義を
 [第4項]
 0「保育所等」の定義を規定するものである。
 0この法律によるr認定こども園」の認定対象としては、幼稚園及び保育
 所のほか、保育所と同様に「保育に欠ける子ども」に対する保育を目的と
 する施設であるが、保育所の認可を有しない、いわゆる認可外保育施設を
 想定しており、本項は保育所と認可外保育施設を合わせて「保育所等」と
 定義するものである。
 ○本項の「文部科学省令・厚生労働省令で定めるもの」は、以下のとお
 りであり、こうした施設は認定対象から除外することとしている。
 ①少数の子ども(1日に受け入れる子どもの数が5人以下)を対象とす
 る施設
 ②従業員の子どもを対象にした事業所内保育施設
 ③店舗等において顧客の子どもを対象にした一時預かり施設
 ④行楽地等に半年を限度として臨時に設置された施設
 ⑤親族間の預かりあい
 (※児童福祉法施行規則第49条の2第1号及び第2号に規定する施
 ド
 設と同様の施設を共同省令で定めることとしている。
 同条第3号に規定する幼稚園併設の認可外保育施設は、認定対象
 である。)
 [第5項]
 Or保護者」の定義として、児童福祉法第6条に規定する保護者(親権を
 行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護する者)を用いるこ
 とを規定するものである。
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 [第6項]
 O「認定こども園」の認定を受けるための必須要件である「子育て支援事
 業」の定義を規定するものである。(第3条第1項第3号及び同条第2項
 第2号参照)
 ○なお、幼稚園児又ば保育所等児以外の地域の子どもに広く支援を行う趣
 旨から、定義において「地域の子ども」の語を用いている。
 1保護者からの相談に応じ必要な情報提供及び助言行う事業
 ・親子の集いの広場事業
 (概ね3歳未満の児童及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、
 当該場所において、子どもの養育に関する各般の問題について、保護者
 からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業)
 ・教育・保育相談事業
 (職員が、子どもの養育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に
 応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業)
 ・育児支援家庭訪問事業
 (子どもの養育に関し援助が必要と認められる家庭に職員を派遣し、育
 児指導や相談にあたる事業)
 保護者の疾病などの理由により家庭において養育を受けることが一時的に
 困難になった子どもに対する保育を行う事業
 ・施設型一時保育事業
 (保護者の疾病、入院などの理由により、家庭において養育を受けるこ
 とが一時的に困難となった子どもにつき、幼稚園又は保育所等において
 保育を行う事業)
 ・訪問型一時保育事業
 (保護者の疾病、入院などの理由により、家庭において養育を受けるこ
 とが一時的に困難となった子どもにつき、子どもの家庭に職員を派遣し
 て保育を行う事業)
 3保曇者と地域の子育てサークル等との連絡及び調整を行う事業
 ・地域の子育て支援に関する情報提供・紹介事業
 (子育て支援を希望する保護者と、子育て支援を実施する子育てサーク
 ルや子育てボランティアとの間の連絡及び調整を行う事業)
 4地域の子育てサークル等に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業
 ・子育てサークル及び子育てボランティアの育成支援事業
 (地域の子育てサークル及び子育てボランティアの育成の支援を行う事
 業)
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 <第呂条(教育、保育等を総合的に提供する施設の認定等)>
 0この法律は、幼稚園、保育所等のうち、
 ①就学前の子どもに適切な教育・保育を提供する機能
 (保育に欠ける子どもも、欠けない子どもも受け入れて教育・保育を一体
 的に行う機能)
 ②地域における子育て支援を提供する機能
 を備える施設について、都道府県知事から「認定こども園」の認定を受ける
 ことができる仕組みを設けるものである。
 O幼稚園、保育所等がこの①及び②の機能を備えるためには、
 ア)幼稚園、保育所等の施設が単独で機能を拡充して対応する方法と、
 イ)幼稚園と保育所の共用化施設など、幼稚園と保育所等という異なる機能
 を有する二つの施設が連携し、単独の施設では不足する機能を相互に補完
 して対応する方法
 が考えられ、本条第1項はア)の方法により、第2項はイ)の方法により認
 定を受ける施設について規定するものである。.
 ○現在、公立幼稚園に係る事務は都道府県教育委員会が、私立幼稚園及ぴ保
 育所に係る事務は都道府県知事が所掌しているが、認定こども園は教育及び
 保育を一体的に提供する機能を備えるものであることから、認定こども園の
 認定は、地方自治体において教育・保育両面を統括し代表する都道府県知事
 が認定を行うことを原則としている。
 ただし、都道府県によっては、保育所等に係る事務を都道府県知事が教育
 委員会に委任するなど、幼稚園と保育所の窓ロを教育委員会において一本化
 する例もあり、こうした場合については、教育・保育両面を教育委員会が統
 括していると整理することが適切である。
 このため、文部科学省令・厚生労働省令で定める以下の場合には、都道府
 県の教育委員会が認定その他のこの法律に基づく都道府県知事の権限を行う
 ものである。
 ①保育所に係る認可その他の処分(児童福祉法に基づく改善命令及び事業
 停止命令)をする権限に係る事務を教育委員会に委任している場合
 ②保育所に係る認可その他の処分をする権限に係'る事務を教育委員会の職
 員が補助執行している場合など、教育委員会が認定こども園の認定に必
 要な体制を備えると都道府県知事が認める場合
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 Oなお、都道府県知事が認定権者であるため、都道府県が設置する施設は認
 定対象から除外するが、都道府県知事は、こうした施設のうち本条第1項又
 は第2項に掲げる要件に適合していると認めるものを公示することとし(本
 条第3項)、この公示が行われた施設については、都道府県知事の認定を受
 けた施設と同様に認定こども園として取り扱う(第6条第2項かっこ書き)。
 [第1項]
 0幼稚園又は保育所等が単独で本項各号に掲げる要件に適合している場合
 には、その旨の都道府県知事の認定を受けることができることを定めるも
 のである。
 (第1号)
 ・幼稚園が認定こども園の認定を受けるためには、幼稚園本来の機能であ
 る1日4時間を標準とした教育を行うほか、当該教育のための時間の終
 了後、幼稚園に在籍している保育に欠ける子どもに対する保育を行うこ
 とが必要である。
 ・具体的には、
 ①保育に欠ける子どもに対し、4時間の教育のための時間の終了後も含
 め、保育所と同様に原則8時間の保育を行うこと
 .②保育に欠ける子どもに対して適切な保育が行われるような環境を整え
 ること
 が求められる。
 (第2号)
 ・保育所等が言忍定こども園の認定を受けるためにば、保育所本来の機能で
 ある保育に欠ける子どもに対する保育を行うほか、
 ①保育に欠けない満3歳以上の子どもを受け入れるとともに、、
 ②満3歳以上の全ての子どもに対し学校教育法第78条各号に掲げる目
 標が達成されるような保育を行うことが求められる。
 ・このようにr保育に欠けない子ども」の受入を要件としているが、保育
 所についてその受入数を専ら施設の裁量に委ねた場合には、市町村の保育
 の実施義務の履行に支障をもたらす可能性もあることから、言忌定に際して
 は、r保育に欠けない子ども」の受入数が当該保育所の所在する市町村の
 保育需要に照らして適当であるか否かを都道府県知事が判断することと
 している。
 ・なお、保育所等におけるr保育』については、必ずしも幼稚園と同様の教育
 目標の達成に努めるべきことが法令上確保されているものではなし、こと
 から、学校教育法に掲げる幼稚園の教育目標が達成されるよう保育を行う
 ことを認定要件として規定するものである。
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 (第3号)
 ・子育て支援事業のうち、地域における教育及び保育に対する需要に照ら
 し実施することが必要と認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提
 供レ得る体制σ)下で実施することを認定要件とするものである。
 (第4号)
 ・施設における職員の配置や資格、施設設備等について一定の基準を満た
 すことを認定要件とするものである。この基準については、文部科学大臣
 と厚生労働大臣が協議して定める指針を参酌して都道府県の条例で定め
 るものである。なお、都道府県が認定基準を条例で定める際、都道府県知
 事は、条例案について教育委員会の意見を聞かなければならないことに留
 意願いたい(地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条)。
 [第2項]
 O幼稚園と保育所の共用化施設など、異なる機能を有する二つの施設が連
 携し、単独の施設では不足する機能を相互に補完することにより、本項各
 号に掲げる要件に適合している場合に、その旨の都道府県知事の認定を受
 けることができることを定めるものである。
 0すなわち、幼稚園と保育所等の建物及びその附属設備(給食施設、飲料
 水用設備、園具など)が一体的に設置されている場合における当該幼稚園
 及び保育所等(以下「幼保連携施設」という。)が本項各号に掲げる要件
 に適合している旨の都道府県知事の認定を受けることができることを規定
 している。
 ○この場合、幼稚園と保育所等の建物及びその附属設備については、同一
 の敷地内又は隣接する敷地内にあることが望ましいが、こうした要件を満
 たさない場合には、次の要件を満たさなければならない。
 ①子どもに対する教育及ぴ保育の適切な提供が可能であること。
 ②子どもの移動時の安全が確保されていること。
 Oなお、本項により認定される幼保連携施設には、幼保連携型認定こども
 園に加え、幼稚園型認定こども園のうち、幼稚園と認可外保育施設が一体
 的に設置されるものも含まれることに留意願いたい。
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 (第1号)
 ・幼保連携施設において、保育に欠ける子どもも欠けない子どもも受け入
 れて教育・保育を一体的に行う機能を備えるためには、
 ①下図のパターン1のように、幼稚園において保育に欠けない子どもを、
 保育所等において保育に欠ける子どもを受け入れる方法と、
 ②下図のパターン2のように、保育所等において保育に欠ける低年齢児
 を、幼稚園において年長の保育に欠ける子ども・欠けない子どもの双方
 を受け入れる方法
 が考えられ、本号イは①の方法により、ロは②の方法により認定を受
 ける施設について規定す,るものである。
 イ①による場合については、幼保連携施設を構成する保育所等におい
 て、
 ・満3歳以上の子どもに対し学校教育法第78条に掲げる幼稚園の教育
 目標が達成されるよう保育を行うとともに、
 ・この保育の実施について、幼稚園と一体的な指導計画が定められ、認
 定こども園の長のもと幼稚園教諭と保育士とが相互に連携して教
 育・保育にあたるなど、幼保連携施設を構成する幼稚園との緊密な連
 携体制が確保されていること
 を認定要件として規定している。
 ロ②による場合については、幼保連携施設を構成する保育所等に入所
 していた保育に欠ける子どもを、引き続きその幼保連携施設を構成す
 る幼稚園に受け入れ、保育所等の入所時から幼稚園の卒園まで一貫し
 た指導計画のもと教育・保育を行うことを認定要件として規定してい
 る。
 パターン1
 パターン2
 5歳
 3歳
 欠けない欠ける
 幼稚園
 0歳
 保育所等
 欠けない欠ける
 幼稚園
 保育所等
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 (第2号)
 ・第1項第3号と同様に子育て支援事業の実施を認定要件として規定する
 ものである。
 (第3号)
 ・第1項第4号と同様に施設における職員の配置や資格、施設設備等につ
 いて一定の基準を満たすことを求めるものである。
 [第3項]
 0都道府県知事が認定権者であるため、都道府県が設置する施設は認定対象
 から除外するが、こうした施設であっても、第1項又は第2項の認定を受け
 た施設と同様の機能を有するものについては、地域住民の幅広い利用に供す
 るため、認定を受けた施設と同様に周知等を行う必要があることから、こう
 した施設については都道府県知事が公示することとし、この公示が行われた
 施設については、都道府県知事の認定を受けた施設と同様に認定こども園と
 して取り扱う(第6条第2項)。
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 等量篠鴛謁'蒲晋盟溝
 ○第4条は1、第3条第1項又は第2項の認定を受けようとする者が提出すべ
 き申請書等について規定するものである。
 0具体的には、,認定を受けようとする者は、以下のような事項に関し、申請
 書と施設が認定要件に適合していることを証する書類を都道府県知事に提出
 しなければならない。主な提出事項は以下のとおり。
 ①設置者の氏名又は名称友び住所(設置者が法人である場合は、その代表者
 の氏名)
 ②施設の名称及び所在地
 ③施設において保育する保育に欠ける子どもの数(満3歳未満の者と満3歳
 以上の者それぞれの数)
 ④施設において保育する保育に突けない子どもの数(満3歳未満の者と満3
 歳以上の者それぞれの数)
 ⑤認定を受ける施設について、幼稚園、保育所又は認可外保育施設の別
 ⑥認定こども園の長となるべき者の氏名
 ⑦職員配置、職員資格、施設設備、教育及び保育の内容、子育て支援、管理
 運営等、都道府県の認定基準に定める事項
 ○また、幼保連携施設については、学校法人立幼稚園と社会福祉法人立保育
 所が一体的に設置される場合など、当該幼保連携施設を構成する幼稚園と保
 育所等の設置者が異なる場合には、これらの設置者が共同して申請しなけれ
 1まならなし、。
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 [申請書に記載する「保育に欠ける子ども」及びr保育に欠けない子ども」の数
 と幼稚園、保育所等の認可定員等の関係]
 0.本条の規定により申請書に記載する「保育に欠けない子ども」及び「保育
 に欠ける子ども」の数(以下「枠」という。)と、幼稚園、保育所等の認可
 定員等の関係は以下のとおりである。
 (幼保連携型認定こども園)
 ◎P11のパターン1の場合
 ①保育に欠けない子ども枠
 ②保育に欠ける子ども枠
 幼稚園認可定員
 保育所認可定員
 (定員の弾力化を行う場合は、これも
 申請書に記載)
 ※幼稚園認可定員及び保育所認可定員の変更には認可が必要。
 (=法第7条第1項の「軽微な変更」に該当しない。)
 ◎P11のパターン2の場合
 ①保育に欠けない子ども枠
 :幼稚園認可定員の範囲内でr保育に欠けない子ども」の受入枠とし
 て当該認定こども園が定める数
 ②保育に欠ける子ども枠
 :保育所認可定員.(0～2歳定員の弾力化を行う場合は、これも
 申請書に記載)
 +幼稚園認可定員の範囲内で「保育に欠ける子ごも」の受入枠とし
 て当該認定こども園が定める数
 ※幼稚園認可定員及び保育所認可定員の変更には認可が必要。
 幼稚園認可定員を変更せず、その範囲内で3～5歳児についてr保
 育に欠けない子ども枠」とr保育に欠ける子ども枠」を変更する場
 合、都道府県知事が定める若干名の範囲内の一時的な変更は、法第
 7条第1項の「軽微な変更」に該当する。
 (幼稚園型認定こども園)
 ①保育に欠けない子ども枠
 :幼稚園認可定員の範囲内で「保育に欠けない子ども」の受入枠として
 当該認定こども園が定める数
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 ②保育に欠ける子ども枠
 :幼稚園認可定員の範囲内で「保育に欠ける子ども」の受入枠として当
 該認定こども園が定める数
 ※①と②の合計である幼稚園認可定員の変更には認可が必要。
 幼稚園認可定員を変更せず、その範囲内で「保育に欠けない子ども
 枠」と'「保育に欠ける子ども枠」を変更する場合、都道府県知事が定
 める若干名の範囲内の一時的な変更は「軽微な変更」に該当。
 (保育所型認定こども園),
 ①保育に欠けない子ども枠
 :当該認定こども園が保育所認可定員外に「保育に欠けない子ども」の
 受入枠として定める数
 (ただし、保育に欠けない子どもも保育所児である)
 ②保育に欠ける子ども枠
 :保育所認可定員(定員の弾力化を行う場合は、これも申請書に記載。)
 ※①については第3条第1項第2号の規定による都道府県知事の承認
 が必要。
 ②は保育所言忍可定員であり、その変更には認可が必要.
 (地方裁量型認定こども園)
 ①保育に欠けない子ども枠
 :認可外保育施設の届出定員の範囲内で「保育に欠けない子ども」の受
 入枠として当該認定こども園が定める数
 ②保育に欠ける子ども枠
 :認可外保育施設の届出定員の範囲内で「保育に欠ける子ども」.の受入
 枠として当該認定こども園が定める数
 ※①と②の合計である認可外保育施設入所定員の変更には届出が不要。
 入所定員を変更せず、「保育に欠けない子ども枠」と「保育に欠ける
 子ども枠」を変更する場合、都道府県知事が定める若干名の範囲内の一
 時的な変更は「軽微な変更」に該当。
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 <第5条(認定の有効期間)>
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 ○第5条は、保育所型の認定こども園の認定に係る有効期間等について規定
 するものである。
 0現行制度においては、保育所の長は、保育の実施義務を負う市町村から保
 育の実施のための委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒ん
 ではならないこととされている(児童福祉法第46条の2)。
 Oこのため、現在でも保育所の定員の空きの範囲内で「保育に欠けない子ど
 も」を受け入れることは可能であるが、「保育に欠けない子ども」の受入れ
 により満員となっていることは正当な理由とならず、市町村から「保育に欠
 ける子ども」の入所委託を受けたときは、「保育に欠けない子ども」を退所
 させて「保育に欠ける子ども」を入所させなければならない。
 Oしかしながら、今般の認定こども園は、「保育に欠ける子ども」と「保育
 に欠けない子ど毛」をともに受け入れる施設であり、第3条第1項の認定を
 受けた保育所については、一定の「保育に欠けない子ども」を受け入れる必
 要があることは、児童福祉法第46条の2における「保育に欠ける子ども」
 の入所を拒む正当な理由となるものである。
 ○ただし、こうした保育所における「保育に欠けない子ども」の受入につい
 ては、第3条第1項の認定を受けた保育所が設置されでいる地域における保
 育需要が将来的に増加した場合、「保育に欠ける子ども」の利用が制限され、
 市町村による保育の実施義務の履行が妨げられる恐れもある。
 ○こうした事態を防止するため、第3条第1項の規定による保育所の認定に
 ついては、都道府県知事は、地域における将来的な保育需要の予測に基づき
 行うことを前提に、こうした予測が可能な一定期間において有効とするもの
 である。
 Oなお、本条に基づく有効期間等の規定が適用されるのは、保育所型認定こど
 も園のみであり、幼保連携型認定こども園を構成する保育所には本条の適用
 はない。
 [第1項]
 ○都道府県知事は、保育所について第3条第1項の認定を行う場合には、
 当該認定の日から起算して5年を超えない範囲内の有効期間を定める。
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 ※第3条第1項の保育に欠けない子どもの受入数の適否、本条による
 有効期間の設定に際しては、認定権者は、保育所認可権者及び当該保
 育所が所在する市町村の意見を考慮すること、
 [第2項]
 ○第1項の有効期間の更新を受げ.ようとする者は、認定の有効期間が満了
 する日の30日前までに、都道府県知事に文部科学省令・厚生労働省令で
 定める以下の事項を記載した申請書を提出しなければならない。
 ①氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者名
 ②施設の名称及び所在地
 [第3項]
 ○このように保育所に対する第3条第1項の認定については有効期間を設
 けるが、認定こども園の利用者の視点からは、施設の安定的な利用ができ
 るよう、有効期間の更新が継続的に行われることが望ましい。
 このため、都道府県知事は、地域における保育の実施に対する需要の状
 況に照らして、認定こども園として存続することにより保育の実施に支障
 が生じる恐れがあると認められる場合を除き、有効期間の更新を行うこと
 を規定している。
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 <第6条(認定こども園に係る情報の提供等)>
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 ○第6条は、認定こども園に関する情報提供等について規定するものである。
 O認定こども園の認定は、幼稚園や保育所等の施設が、就学前の子どもに対
 する適切な教育・保育及び地域の子育て家庭への支援を総合的に提供するこ
 とを推進し、地域住民の利便性の向上を図ることを目的とするものである。
 Oこのため、都道府県知事は、地域の子育て家庭が認定こども園に関する情
 報を得ることができるよう、インターネットの利用、印刷物の配布その他適
 切な方法により、認定の申請の際に申請書に記載した事項や当該施設におけ
 る教育保育概要(教育及び保育に関する計画の概要、子育て支援事業の概要
 並びにこれらの実施に関連する施設の設備及び運営の状況)の周知を図るも
 のとする。
 ※教育保育概要の具体的内容については、追って示すこととしている。
 ○また、地域住民が、.認定こども園を容易に区別できるよう、認定こども園
 の設置者に対して、認定こども園である旨の表示を行う義務を課すものであ
 る。
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 く第7条(変更の届出)>
 O第7条はく認定こども園の設置者に対し、一定の事項の変更について届出
 義務を課すものである。
 ○認定こども園が認定要件を満たして適切に運営されるよう、
 ①認定申請の際に申言青書に記載した事項
 ②施設における教育保育の内容として、第6条第1項の規定により地域住民
 に周知された事項
 を変更する場合には、あらかじめ都道府県知事に届け出ることとする。
 ○ただし、P14に示した第4条第1項第・3号及び第4号のr保育に欠ける
 子ども枠」及びr保育に欠けない子ども枠」について、幼稚園、保育所等の
 認可定員等を変更することなく、都道府県知事が定める若干名の範囲内での
 一時的な変更(※)など、文部科学省令・厚生労働省令で定める軽微な変更
 については、この変更の届出の対象外とする。
 ※こうした変更は、基本的にぱ、周知された一定の募集期間を設けて子
 どもの募集を行ったが、「保育に欠ける子ども」と「保育に欠けない子
 ども」の応募数が、設定したそれぞれの枠と異なっており、応募に応え
 るために若干名の一時的な枠の変更を行っても、第6条第1項の規定に
 より周知されたr保育に欠ける子ども枠」及びr保育に欠けない子ども
 枠」に対する信頼を裏切ることとならない場合を想定している。
 ○また、こうした届出が行われた事項について、都道府県知事は第6条第1
 項に規定する方法により、その周知を図ることとする。
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 <第8条(報告の徴収)>
 O第8条は、認定こども園の設置者に対する報告徴収等について規定するも
 のである。
 [第1項]
 ○認定及び認定の取消しの権限を有する都道府県知事が、認定こども園の
 運営状況を的確に把握できるよう、その設置者に対して毎年の報告義務を
 課すものである。
 具体的には、文部科学省令・厚生労働省令に定める以下の事項について、
 都道府県知事の定める日までに報告しなければならない。
 ①受け入れている保育に欠ける子どもの数(満3歳未満の者の数と満3歳
 以上の者の数に区分するものとする。)
 ②受け入れている保育に欠[ナない子どもの数(満3歳未満の者の数と満3
 歳以上の者の数に区分するものとする。)
 ③認定要件との整合性を確認するために必要な事項その他の事項として都
 道府県知事が定める事項
 [第2項]
 0第1項の定期的な報告のほか、都道府県知事は、認定こども園の適切な
 運営を確保するために必要があると認めるときは、その設置者に対して適
 宜報告を求めることができる。
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 <第9条(名称の使用制限)>
 岬7.丁一イ」一、川■・.一■欄一r
 ○第9条は、認定こども園の名称の使用制限を規定するものである。
 ○認定こども園でないものが、認定こども園という名称又はこれと紛らわし
 い名称を用いることにより、住民に不利益を及ぼすことのないようにするた
 め、認定こども園という名称の使用制限を規定し、違反した者については罰
 則の対象とするものである。
 Or認定こども園」と紛らわしい名称には、r認定」に類する語とrこども
 園」に類する語を組み合わせて使った場合が該当する。
 具体的にはr認定子ども園」r認可こども園」r公認こども園」等の名称
 が紛らわしい名称に該当する。
 、
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 く第10条(認定の取消し)>
 0第10条は、認定こども園の認定の取消について規定するものである。
 [第1項]
 ○都道府県知事は、以下のいずれかに該当する場合には、認定こども園の
 認定を取り消すことができる。
 ①認定こども園が、第3条第1項各号又は第2項各号に掲げる要件を満た
 さなくなったとき。
 ②認定こども園の設置者が、第6条第2項の規定による認定こども園であ
 る旨の表示をしていないとき。
 ③認定こども園の設置者が、第7条第1項の規定による変更の届串を行わ
 なかったとき又は当該変更について虚偽の届出を行ったとき。
 ④認定こども園の設置者が、第8条第1項又は第2項の規定による運営状
 況に関する報告を行わなかったとき又は虚偽の報告を行ったとき。
 ⑤認定こども園の認定を受けた私立保育所の設置者が、
 ・第13条第3項の規定による保育に欠ける子どもの受入れ状況に関す
 る報告を行わなかったとき又は虚偽の報告を行ったとき
 ・第13条第6項の規定による保育料の届出を行わなかったとき又は虚
 偽の届出を行ったとき
 ・第13条第7項の規定による保育料の変更命令に従わないとき。
 ⑥認定申請書に虚偽の記載を行うなど、認定こども園の設置者が不正の手
 段により認定を受けたとき。
 ⑦その他認定こども園の設置者が学校教育法、児童福祉法、私立学校法、
 社会福祉法若しくは私立学校振興助成法又はこれらの法律に基づく命令
 の規定に違反したとき。具体的には、以下の規定が該当する。
 ・学校教育法
 第14条学校の設備、授業その他の事項についての変更
 命令
 第83条の2学校の名称の使用制限
 ・児童福祉法
 第46条保育所の設備又は運営についての改善命令
 第46条の2保育所が市町村から保育の実施義務を受けたとき
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 第59条の2
 ・私立学校法
 第4フ条
 第61条
 ・社会福祉法
 第56条
 第57条
 第58条
 第59条
 の応諾義務
 認可外保育施設の届出義務
 学校法人の財産目録の備付け及び閲覧義務
 学校法人の収益事業の停止命令
 社会福祉法人の運営の改善命令
 社会福祉法人の公益事業又は収益事業の停止命令
 社会福祉法人に対する補助金の返還命令
 社会福祉法人の財務諸表及び現況報告書等の届出
 義務
 ・私立学校振興助成法
 第12条学校の収容定員の是正命令
 第14条学校法人の財務諸表等の届出義務
 [第2項]
 ○都道府県知事は、第1項の規定により認定を取り消したときは、その旨
 を公表しなければならない。
 [第3項]
 O都道府県知事は、都道府県が設置する認定こども園が第3条第1項各号
 又は第2項各号に掲げる要件を満たさなくなったと認めるときは、同条第
 3項の規定によりされた公示を取り消し、その旨を公示しなければならな
 い。
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 <第11条(関係機関の連携の確保)>
 O第11条は、関係機関の連携の確保について規定するものである。
 [第1項]
 O認定こども園の認定は、その対象である幼稚園、保育所及ぴ認可外保育
 施設に関する学校教育法、児童福祉法の規定に基づく認可・指導監督とは
 その趣旨を異にするものであるが、こうした認可・指導監督の権限を有す
 る者は、これらの施設の設置や運営に関し、都道府県知事が行'う認定やそ
 の取消しに係る判断の基礎となる情報を有している。
 0このため、都道府県知事が認定に関する権限を適切に行使できるよう、
 認定やその取消しを行おうとするときは、あらかじめこうした認可・指導
 監督の権限を有する地方公共団体の機関に協議しなければならないことと
 したものである。
 Oただし、当該施設の認可・指導監督の権限を有する者が認定こども園の
 認定権者である場合には、本条括弧書きにより、こうした協議を要しない
 こととしている。
 (参考)協議を要する地方公共団体の機関
 (1)学校教育法に基づく幼稚園の認可・監督権者
 ①市町村立幼稚園については都道府県教育委員会
 (なお、指定都市立幼稚園については、設置廃止等の認可を要せず、
 都道府県教育委員会への届出で足りるが、都道府県教育委員会は一
 定の場合に指定都市立幼稚園に関し閉鎖命令(学校教育法第13
 条)及び変更命令(同法第14条)を行う権限を有する。)
 ②私立幼稚園については都道府県知事
 (2)児童福祉法に基づく保育所の認可・監督権者
 ①市町村(指定都市及び中核市を除く。)立保育所については都道府
 県知事
 ②私立保育所
 ・指定都市及び中核市の域外に所在する私立保育所については都道
 府県知事
 ・指定都市及び中核市の域内に所在する私立保育所については当該
 指定都市又は中核市の長
 (3)児童福祉法に基づく認可外保育施設の監督権者
 ①市町村(指定都市及ぴ中核市を除く。)立認可外保育施設について
 は都道府県知事
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 ②私立認可外保育施設
 ・指定都市及び中核市の域外に所在する私立保育所については都道
 府県知事
 ・指定都市及び中核市の域内に所在する私立保育所については当該
 指定都市又は中核市の長
 [第2項]
 O認定こども園に関する事務を円滑かつ適正に実施していくためには、就学
 前の子どもに対する教育及び保育に関する事務を行っている地方公共団体の
 長及び教育委員会が相互に緊密な連携を図りつつ協力することが不可欠であ
 ることから、こうした連携協力義務を規定するものである。
 Oなお、・地方自治法第138条の3第2項においては執行機関相互の連携が
 規定されているが、就学前の子どもの教育・保育等を一体的に提供する新た
 な枠組である認定こども園制度の実施に当たっては、教育行政と福祉行政の
 壁を越えた密接な連携を図る必要性が大きいことから、本法律においても特
 にこうした規定を置くものである。
 ○具体的な連携協力としては、地域の実情に応じて様々な内容が考えられる
 が、利用者や事業者等の視点に立ち、以下のような対応を図られたい。
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 [具体的な連携協力の内容]
 1利用者の視点から
 0今般の認定こども園は、幼稚園や保育所あるいは認可外保育施設のうち・
 ①就学前の子どもに教育・保育を提供する機能、すなわち保育に欠[ナる子
 ども毛、欠けない子どもも受け入れて教育・保育を一体的に行う機能
 ②地域における子育て支援を行う機能
 を備える施設を認定する仕組みである。一
 ○利用者の視点に立てば、こうした認定こども園を含む就学前の教育・保
 育や子育て支援について、
 ①十分な情報を得た上で、自らのニーズに最適な施設やサービスの選択を
 行うこと
 ②サービスの利用開始後も、相談や苦情に的確な対応が行われること
 が求められている。
 0従来から、児童福祉法の規定等により、
 ①市町村は、保護者が最適な支援を総合的に受けられるように・幼稚園の
 預かり保育を含む子育て支援の体制整備に努めることとされ、
 ②また市町村等は、認可保育所や認可外保育施設の運営状況等に関する情
 報提供等を行うこととされている。
 (参考)
 ・児童福祉法第21条の26
 市町村は、次条に規定する子育て支援事業に係る福祉サービスその他地域の実情に応じ
 たきめ細かな福祉サービスが積極的に提供され、保護者が、その児童及ぴ保護者の心身の
 状況、これらの者の置かれている環境その他の状況に応じて、当該児童を養育するために
 最も適切な支援が総合的に受けられるように、福祉サービスを提供する者又はこれに参画
 する者の活動の連携及ぴ調整を図るようにすることその他の地域の実情に応じた体制の
 整備に努めなければならない。
 ・児童福祉法第21条の29第1項
 市町村は、子育て支援事業に関し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めが
 あったときは、当該保護者の希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容
 その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業の利用ができるよう、相
 談に応じ、必要な助言を行うものとする。
 ・児童福祉法第24条第5項
 市町村は、第1項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保育所の適正な運営の確
 保に資するため、厚生労働省令の定めるところにより、その区域内における保育所の設置
 者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わなけ
 ればならない。
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 ・児童福祉法第59条の2の5第2項
 都道府県知事は、毎年、前項の報告に係る施設の運営の状況その他第59条の2第1項
 に規定する施設に関し児童の福祉のため必要と認める事項を取りまとめ、これを各施設の
 所在地の市町村長に通知するとともに、公表するものとする。
 0こうした対応に加え、今般、第11条第2項において、地方公共団体の
 長及び教育委員会の緊密な連携協力が規定されたことを踏まえ、市町村及
 び都道府県における就学前の教育・保育や子育て支援に関する事務につい
 て以下の対応を図られたい。
 なお、こうした対応に併せ、幼保連携課の設置などの関連事務の一本化
 を行うことも考えられる(ただし、教育委員会の独立性確保の観点から、
 ・公立幼稚園に関する教育委員会の権限そのものを移すことはできないこと
 に留意いただきたい)。
 〈市町村における対応>
 04つの類型に関わらず認定こども園に関し市町村において一義的な責任
 を負う部局を決定すること。
 0利用者や住民からのサービス利用に関する相談や照会への対応について、
 従来から設置している窓口に加え、
 ①4つの類型に関わらず統一的な認定こども園に関する窓口
 ②認定こども園に限らず、幼稚園、保育所、認可外保育施設を含む就学前
 の教育・保育に関する総合的な窓ロ
 ③認定こども園における子育て支援に限らず、幼稚園や保育所、認可外保
 育施設といった施設、さらにはこうした施設以外の場で提供されるサー
 .ビスを含む就学前の子育て支援に関する総合的な窓ロ
 を設置すること。
 なお、これらの窓口については、一本化されていることが望ましい。
 ※この場合における「窓ロの設置」とは、住民・利用者に対して、当該
 事務について一義的な連絡先等を明示することを意味する。行政内部で
 は、多様なサービス・事務について、それぞれ担当部局が存在するが、
 住民や利用者がこうした担当部局間をたらい回しにされない対応が重要
 である。
 ○利用者や住民に対する広報やホームページを含む情報提供について、
 ①認定こども園に限らず、幼稚園、保育所、認可外保育施設を含む就学前
 の教育・保育に関する総合的な情報提供
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 ②認定こども園における子育て支援に限らず、幼稚園や保育所、言忍可外保
 育施設といった施設、さらにはこうした施設以外の場で提供されるサー
 ビスを含む就学前の子育て支援に関する総合的な情報提供
 を行うこと。
 く都道府県における対応>
 ○基本的には上記の市町村における対応と同様に、4つの類型に関わらず
 認定こども園に関し市町村において一義的な責任を負う部局を決定するな
 どの対応を行うとともに、必要に応じて連絡調整を行うことができるよう、
 各市町村の認定こども園担当部局を的確に把握する;と。
 0なお、本制度の円滑な施行を図るためには、都道府県及び市町村におい
 ては、4つの類型に関わらず認定こども園に関し一義的な責任を負う部局
 を決定することが重要であり、今後の本制度に関する国(文部科学省・厚
 生労働省幼保連携推進室)からの情報提供についてば、当該部局に一元的
 に行うこととする。
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 2事業者(施設)の視点から
 0今般の認定こども園は、幼稚園や保育所あるいは認可外保育施設のうち、
 ①就学前の子どもに教育・保育を提供する機能、すなわち保育に欠ける子
 どもも、欠けない子どもも受け入れて教育・保育を一体的に行う機能
 ②地域における子育て支援を行う機能
 を備える施設を認定する仕組みである。
 ○この認定こども園の認定等は、第3条の規定により都道府県知事(一定
 の場合には都道府県教育委員会)の権限とされているが、認定を受ける施
 設やその設置主体に関する認可・指導監督、財政措置等については、こう
 した施設や設置主体の態様に応じて権限等を行使する者が異なっている
 0事業者(施設)の視点に立てば、認定時・認定後のいずれにおいても、
 本法に規定する権限だけでなく、認定を受ける施設やその設置主体に関す
 る権限等も含めて認定こども園に関する権限が、これらの権限を有する部、
 局間の適切な調整により一体的に行使され、事業者(施設)に過重な事務
 負担が生じることのないようにすることが求められる。
 Oこのため、今般、法第11条第2項において、地方公共団体の長及び教
 育委員会の緊密な連携協力が規定されたことを踏まえ、市町村及び都道府
 県における就学前の教育・保育や子育て支援に関する事務について以下の
 対応を図られたい。
 <事業者(施設)からの相談や照会への対応>
 O認定前及び認定後のいずれにおいても、事業者(施設)からの認定こど
 も園に関する相談や照会に的確に対応できるよう、4つの類型に関わらず
 市町村艮び都道府県にそれぞれ統一的な認定こども園に関する窓ロを設置
 すること。
 Oその際、
 ①例えば認定こども園の認定など、都道府県が権限を有する事項について、
 市町村が相談等に応じた場合には、的確に都道府県担当部局に連絡を行
 うとともに、
 ②保育の実施に係る事項など、市町村が権限を有する事項について都道府
 県が相談等に応じた場合には、的確に市町村担当部局に連絡を行うなど、
 市町村と都道府県が緊密な連携を図ること。
 Oこのため、都道府県と市町村間で、相互に認定こども園担当部局を的確
 に把握すること。
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 <認定時における対応>
 (1)認定と認可
 ①既存施設(幼稚園、保育所又は認可外保育施設)が認定のみを受ける
 場合
 O第11条第1項の規定により、都道府県知事が認定こども園の認定
 を行おうとするときは、あらかじめ申請施設に関する認可・指導監督
 等の権限を有する地方公共団体の機関(以下「認可・指導監督機関」
 という。)に協議することと・されている。
 Oこの協議の円滑な実施を図るとともに、申請施設の便宜にも資する
 観点から、認可・指導監督機関が都道府県知事とは異なる施設につい
 ては、認可・指導監督機関(都道府県教育委員会、指定都市・中核市
 市長)経由でも認定の申請を行うことができるよう、必要な調整を図
 られたい。
 ②認定と認可を同時に受ける場合
 O①と同様に、認可・指導監督機関が都道府県知事とは異なる施設に
 ついては、認可・指導監督機関経由でも認定の申請を行うことができ
 るよう、必要な調整を図られたい。
 Oまた、こうした認可・指導監督機関が都道府県知事とは異なる施設
 については、一
 ・いずれか一つの機関を施設との連絡窓ロとする
 ・いずれか一つの機関を相互の連絡調整責任者とする
 ・認定と認可に係る申請書類等の共用化を図る
 など、関係機関が密接に連携協力し、認定や認可に関・し、施設に過重
 な事務負担が生じることのないよう配慮されたい。
 (2)施設整備費助成に関する事務
 ○さらに、認定こども園の認定に際して、認可幼稚園又は認可保育所の
 施設整備を伴う場合、事業者(施設)は認可・認定の申請を行うぽか、
 補助金の申請を行う場合がある。
 0こうした施設整備費助成としては、
 ①公立幼稚園の場合は、「安全・安心な学校づくり交付金」により、市町
 村教育委員会による公立幼稚園整備に必要な経費の一部を国が交付し、
 ②私立幼稚園の場合は、「私立幼稚園施設整備費」により、私立幼稚園に
 対して国が助成を行い(事務は、国から委任を受けた都道府県が処理)、
 一31一



 ③私立保育所の場合は、「次世代育成支援対策施設整備交付金(以下「次
 世代交付金」という。)」により、市町村による私立保育所整備に必要
 な経費の一部を国が交付している。
 0このため、公立幼稚園又は私立保育所の施設整備を伴う場合には、市
 町村経由でも認定こども園の認定の申請が行うことができるよう、必要
 な調整を図られたい。
 ○また、認定こども園の認定権者である都道府県知事、認可・指導監督
 機関、補助金事務の実施主体が異なる施設については、
 ・いずれか一つの機関を施設との連絡窓口とする
 ・いずれか一つの機関を相互の連絡調整責任者とする
 ・認定、認可、補助金に係る申請書類等の共用化を図る
 など、関係する機関が密接に連携協力し、施設に過重な事務負担が生じ
 ることのないよう配慮されたい。
 0なお、私立幼稚園施設整備費については、都道府県による市町村への
 事務委任を認めることとしており、私立の幼保連携型認定こども園につ
 いて、私立幼稚園施設整備費及び次世代交付金の助成を受けて施設を設
 置する場合には、市町村で一元的な対応を図り、施設が、
 ①市町村に対して、
 ②可能な限り共通の資料を共用化した申請書類を
 提出すれば、対応が図られるようにされたい。
 なお、具体的な事務手続き等については、今後示すこととしている。
 <認定後における対応>
 (1)補助金(運営費)に関する事務
 0認定こども園に対する国の財政措置は、幼稚園・保育所の認可を受け
 た施設に対してのみ行うこととしており、
 ①幼稚園については、
 ・r私学助成」により一、都道府県による学校法人に対する助成の一部を
 国が補助するとともに、
 ・「幼稚園就園奨励費補助金」により、保護者に対する市町村教育委員
 会による保育料減免に必要な経費の一部を国が補助
 ②保育所については、r保育所運営費負担金」により、保育所における保
 育の実施に関する市町村の支弁の一部を国が負担している。
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 ○幼保連携型の認定こども園については、幼稚園に関する財政措置と保
 育所に関する財政措置の双方が行われることから、事業者(施設)の事
 務負担の軽減に資するよう、私学助成に関する事務の市町村への委任を
 認めることとしており、補助金(運営費)に関する事務について、市町
 村で一元的な対応が図られるようにされたい。
 (2)指導監督に関する事務
 0認定こども園については、
 ①第7条の規定による変更の届出
 ②第8条の規定による報告の徴収等
 ③第10条の規定による認定の取消
 が認定権者である都道府県知事の権限として規定されている。
 O同時に認定こども園の認定対象となる施設(幼稚園、保育所又は認可
 外保育施設)については、
 ①幼稚園は、私立学校振興助成法第12条の規定による報告徴収等
 ②保育所は、児童福祉法第46条の規定による報告徴収等
 ③認可外保育施設は、児童福祉法第59条の規定による報告徴収等
 といった指導監督の対象となるが、これらの権限を有する者は必ずしも
 認定権者である都道府県知事と一致するものではない。
 0また、こうした施設の設置主体の多くを占める学校法人や社会福祉法
 人については、
 ①学校法人は、私立学校法第6条の規定による報告書提出
 ②社会福祉法人は、社会福祉法第56条の規定による指導監督
 といった指導監督等の対象となるが、これらの権限を有する者も必ずし
 も認定権者である都道府県知事と一致するものではない。
 0このため、こうした認定ごども園に関する様々な権限の行使に当たっ
 ては、事業者(施設)にとって過重な負担が生じることのないよう、例
 えば監査はスケジュールを調整して合同で実施するなど、権限の一体的
 行使が行われるよう所要の調整を図られたい。
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 3地方自治体の視点から
 O認定こども園制度を円滑に施行するためには、地方自治体の事務負担の
 軽減、ひいては利用者や事業者(施設)の便宜に資するよう、国において
 も文部科学省と厚隼労働省の連携協力を強化する必要がある。
 ○このため、国においては文部科学省・厚生労働省両省に幼保連携推進室
 を設置し、
 ①認定こども園に関する国民、地方自治体からの照会への一元的な対応
 ②幼保連携型認定こども園を中心とする補助金(施設整備費、運営費)事
 務の調整
 等を行うこととしている。
 O例えば、具体的な手続きについては今後示すこととしているが、施設整
 備費助成についてぱ、私立の幼保連携型認定こども園について、私立幼稚
 園施設整備費及ぴ次世代交付金の助成を受けて施設を設置する場合には、
 市町村で一元的な対応を図り、施設から、
 ①市町村の認定こども園担当に対して、
 ②可能な限り共通の資料を共用化した申請書類を
 提出すれば、対応が図られるようにしたいと考えている。
 されたい。
 Oなお、本制度の円滑な施行を図るためには、都道府県及び市町村におい
 ては、4つの類型に関わらず認定こども園に関し一義的な責任を負う部局
 を決定することが重要であり、今後の本制度に関する国(文部科学省・厚
 生労働省幼保連携推進室)からの情報提供については、当該部局に一河的
 に行うこととする。
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 <第12条(学校教育法の特例)>
 O第12条は、認定こども園に関する学校教育法の特例を定めるものである。
 ○幼稚園は、満3歳から小学校就学前までの幼児を受け入れて保育を行い・
 幼児の心身の発達を助長することを目的とする施設であり、満3歳未満の幼
 児など園児以外の幼児とその保護者に対する子育て支援については、幼稚園
 の業務としての位置付けはなく、設置者が幼稚園の施設を活用し、附帯的な
 業務として行っているものと整理されている。
 (税法においても、幼稚園が行う子育て支援は、学校教育法上の位置付けが
 ないため、幼稚園の主たる活動に該当しないものとして課税関係の整理が
 行われている。)
 0しかしながら、認定こども園の認定を受けた幼稚園については、園児に対
 する教育・保育の提供とともに、満3歳未満の子どもなど園児以外の子ども
 とその保護者に対する子育て支援事業を幼稚園の本来的な業務として行うも
 のであり、この点を法律上明確にするため、学校教育法の関係規定について
 所要の読替えを行うものである。
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 く第13条(児童福祉法等の特例:保育所の利用手続き等に関する特例)>
 O第13条は保育所の利用手続き等に関する特例を定めるものである。
 1現行制度の概要
 ○現在の保育所の利用手続きについては、
 ①市町村は、保護者の労働等により保育に欠ける児童について、保護者か
 ら申込みがあったときは、保育所において保育しなければならず(児童
 福祉法第24条第1項)、
 ②この申込みについては、保護者ぱ入所を希望する保育所を記載した申込
 書を市町村に提出することにより行うこととし(同条第2項)、
 ③市町村は、一の保育所について、当該保育所への入所希望児童の全てが
 入所する場合には適切な保育の実施が困難となる等のやむを得ない事由
 がある場合には、当該保育所に入所する児童を公正な方法で選考するこ
 とができるとともに(同条第3項)、
 ④保育所は、市町村からの保育の実施のための委託について、正当な理由
 がない限り応じなければならない(第46条の2)。
 こととされている。
 ○その上で、
 ⑤保育所における保育の実施に要する費用は基本的に市町村の支弁とされ
 (児童福祉法第51条第4号・第4号の2)、
 ⑥この支弁を行った市町村は、「保育の実施に要する費用を保護者から徴
 収した場合における家計に与える影響を考慮して保育の実施に係る児童
 の年齢等に応じて定める額(=応益負担を原則としつつ、負担能力を考
 慮した額)」を保護者から徴収することができる(同法第56条第3項)、
 こととされている。
 2認定こども園の認定を受けた保育所に関する特例の趣旨と概要
 ○保育に欠ける子どもによる保育所の利用以外は、幼稚園を始め利用者と
 施設の直接契約により利用する仕組みとなっている。
 今般制度化される認定こども園はr保育に欠ける子ども」とr保育に欠
 けない子ども」の双方が利用することから、利用者にとって分かりやすい
 利用手続きとなるよう、認定こども園の認定を受けた保育所については、
 施設と利用者による利用施設の決定、施設による利用料の決定・徴収など、
 以下のような利用手続きの特例を設けるものである。
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 ※市町村立保育所については、現行制度においても保育の実施を行う者
 と施設の設置者が市町村で一致していることから、利用施設や利用料の
 決定などに関して私立保育所と同様の特例を設ける必要はなく、入所児
 童の選考に際して「保育に欠けない子ども」の受入を考慮する特例のみ
 設けることとしている。
 (1)認定こども園の認定を受けた公立保育所に関する特例.
 ○第3条第1項の認定を受けた保育所については、r保育に欠ける子ど
 も」に加えてr保育に欠けない子ども」を受け入れることとなる(※1)。
 このため、一般の保育所では、入所を希望する「保育に欠ける子ども」
 が多数に上る場合に選考を行うが、認定こども園の認定を受げた保育所
 においては、入所を希望するr保育に欠ける子ども」と、認定こども園
 の認定を受ける際に設定した数(※2)の「保育に欠けない子ども」が
 入所することで適切な保育の実施が困難となる場合に選考を行うことと
 する(第13条第1項による児童福祉法第24条第3項の読替え)。
 ※1第3条第2項の認定を受けた保育所については、「保育に欠けな
 い子ども」は幼保連携施設を構成する幼稚園で受け入れるため、こ
 の特例を適用する必要がない。
 ※2認定こども園については、第4条第1項の規定により、認定の申
 請書に当該施設に受け入れる「保育に欠ける子ども」と「保育に欠
 けない子ども」の数を記載することとされ、第6条第1項の規定に
 より、都道府県知事はこの施設が設定した「保育に欠ける子ども」
 と「保育に欠けない子ども」の受入枠を周知することとされている。
 ※3なお、この保育所における「保育に欠けない子ども」の受入につ
 いては、市町村による保育の実施に支障を生じることのないよう、
 第3条第1項の認定こども園の認定には有効期間を付すこととし、
 一定期間ご.とに、都道府県知事が地域の保育需要に照らして「保育
 に欠けない子ども」の受入の適否を判断することとしている(第3
 条第1項及び第5条)。
 (2)認定こども園の認定を受けた私立保育所に関する特例
 ①認定こども園の認定を受けた私立保育所(以下「私立認定保育所」とい
 う。)の利用を希望する場合には、保護者は保育φ実施の申込書を当該
 認定保育所に提出し、当該私立認定保育所ぱこれを市町村に送付するこ
 ととする(第13条第2項による児童福祉法第24条第2項の読替え)。
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 ②市町村は、①の申込書が提出された場合において、その申込書に係る児
 童が「保育に欠ける子ども」に該当すると認めるときは、その旨を私立
 認定保育所に通知するとともに、申込書を送付する(第13条第2項に
 よる児童福祉法第24条第2項の読替え)。
 ③②のr保育に欠ける子ども」に該当する旨の通知を受けた子ども全てが
 入所することで適切な保育の実施が困難となる場合には、市町村ではな
 く、私立認定保育所が入所する子どもを公正な方法により選考すること
 ができ.る。
 なお、(1)の公立保育所に関する特例と同様に、第3条第1項の認定を受
 けた私立保育所においては、②の「保育に欠ける子ども」に該当する旨
 の通知を受けた子どもと、認定こども園の認定を受ける際に設定した数
 の「保育に欠けない子ども」が入所することで適切な保育の実施が困難
 となる場合に選考を行うことができる(第13条第2項による児童福祉
 法第24条第3項の読替え)。
 ④また、私立認定保育所の長に対し、市町村から②の通知を受けた子ども
 の入所について、正当な理由がない限り応諾義務を課す(第13条第2
 項による児童福祉法第46条の2の読替え)。
 ⑤市町村が「保育に欠ける子ども」の保育所への入所の状況を把握できる
 よう、私立認定保育所は、②の通知を受けた子どもの入所の状況を市町
 村に報告する(第13条第3項)。
 なお、この報告を行わない場合又は虚偽の報告を行った場合には、認定
 こども園の認定を取り消し得る(第10条第1項第5号)。
 その上で、
 ⑥私立認定保育所の利用料の額は、施設ごとに設定する(第13条第4項)。'
 この利用料の額については、市町村長に届け出ることとし、・その額が利用
 料設定の基準(=応益負担を原則としつつ、負担能力を考慮)に照らして
 適当でないときは、市町村長が変更を命ずることができる(第13条第5
 項から第7項)。
 なお、この利用料の額について届出を行わない場合若しくは虚偽の届出を
 行った場合、又は市町村長による利用料の額の変更命令に従わない場合に
 は、認定こども園の認定を取り消し得る(第10条第1項第5号)。
 ⑦市町村は、保育の実施に要する費用からこの利用料を控除した額を支弁
 する(第13条第2項による児童福祉法第51条第4号の読替え)。
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 (参考)
 現行制度
 ・一一.一L一一一A.一一.■一・r一一■■一`一■■詔■
 私立認定保育所書
 4
 /市町村
 保育の実施/1
 保育費用
 保育料
 サービス↓
 利用者
 保育所
 市町村
 保育の実施
 /サ、ビ.
 用G
 費懸↓
 育献
 保蘇
   利用者'保育所
   保元魁

 保育料
 3入所の具体的手続き
 ○私立認定保育所における入所の具体的手続きは以下のとおりとなる。
 (1)基本的仕組み
 O私立認定保育所への入所を希望する保護者は、厚生労働省令の定める
 ところにより、入所を希望する保育所その他厚生労働省令の定める事項
 を記載した申込書を入所を希望する私立認定保育所に提出する(第13
 条第2項による児童福祉法第'24条第2項の読替え)。
 ※申込書の提出先は市町村から施設に変わるが、厚生労働省令に定
 める
 ①申込書への記載事項
 ②申込書の添付書類(所得を証明する書類)
 は現行制度と同様である。
 (児童福祉法施行規則第24条第1項及び第3項)
 Oこの申込書の提出を受けた私立認定保育所は、当該申込書を保護者の
 居住地の市町村に速やかに送付し、当該送付を受けた市町村は、当該申
 込書に係る児童が児童福祉法第24条第1項に規定するr保育に欠ける
 子ども」に該当するか否かを通知するとともに、当該申込書を施設に送
 付する。
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 ○市町村から「保育に欠ける子ども」に該当する旨の通知を受けた子ど
 も全てが入所することで適切な保育の実施が困難となる場合には、市町
 村ではなく、私立認定保育所が入所する子どもを公正な方法により選考
 することができる。
 ○なお、第3条第1項の認定を受けた私立認定保育所においては、市町
 村から「保育に欠ける子ども」に該当する旨の通知を受けた子どもに加
 え、認定こども園の認定を受ける際に設定した数のr保育に欠けない子
 ども」が入所することで適切な保育の実施が困難となる場合に選考を行
 うことができる(第13条第2項による児童福祉法第24条第3項の読
 替え)。
 この場合における選考については、「厚生労働省令の定めるところに
 より」公正な方法で行うこととされているが、「保育に欠ける子ども」
 はr保育に欠ける子ども枠」で、r保育に欠けない子ども」はr保育に
 欠けない子ども枠」で、それぞれ選考を行うものである。
 ※「保育に欠ける子ども」「保育に欠けない子ども」それぞれで選
 考を行う点は、認定こども園である公立保育所についても同様。
 (法第13条第1項による児童福祉法第24条第2項の読替え)
 (参考例)
 ①「保育に欠ける子ども」の受入枠
 ②「保育に欠けない子ども」の受入枠
 ③入所を希望する「保育に欠ける子ども」
 ④入所を希望するr保育に欠けない子ども」
 :70人
 :10人
 :80人
 :20人
 ・「保育に欠ける子ども」について80人から70人を選考し、「保
 育に欠けない子ども」について20人から10人を選考する。
 ・都道府県により周知された施設の受入枠に対する利用者の信頼を
 確保する必要があることから、「保育に欠ける子ども」及び「保
 育に欠けない子ども」のそれぞれの受入枠で選考を行うことが原
 則であり、r保育に欠ける子ども」の受入が優先されるわけでは
 ない(r保育に欠けない子ども」の受入枠の存在は、児童福祉法
 第46条の2におけるr保育に欠ける子ども」の入所を拒む正当
 事由となる)。
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 (2)市町村長に対する報告
 O市町村が「保育に欠ける子ども」の保育所への入所の状況を把握で
 きるよう、私立認定保育所は、厚生労働省令の定めるところにより、
 市町村から「保育に欠ける子ども」である旨の通知を受けた子どもの
 入所の状況を市町村に報告する(第13条第3項)。
 O具体的には、子どもの当該私立認定保育所への入所の可否について、
 その決定後速やかに報告することとしている。
 また、この報告を受けた市町村長は、私立認定保育所に入所できな
 かった子ど毛の保護者が一般の保育所の入所申込みを行っていない場
 合にぱ、一般の保育所の入所申込みを勧奨することとしている。
 (3)保育の実施の申込みに係る様式等の取扱い
 O現在、保育の実施の申込みに係る様式等の取扱いについては、r児
 童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う整備政令等の施行につ
 いて」(平成9年9月25日児発第596号厚生省児童家庭局長通知)
 において示しているところであるが、私立認定保育所における保育の
 実施の申込み等に係る様式等の取扱いについては、私立認定保育所と
 市町村に対する所要の資料の提出が必要であり、申請者、施設及び市
 町村にとって過重な事務負担とならないよう検討の上、追って速やか
 に示すこととしたい。
 (4)一般の保育所に関する入所決定時期の早期化
 0私立認定保育所の利用については、利用者と施設との直接契約とな
 ることから、一般の幼稚園と同様に10～11月頃に翌年4月からの
 入所児童を決定することが多いと考えられる。
 ○この場合、一般の認可保育所よりも入所児童の決定の時期が早くな
 るが、こうした早期の入所決定は、育児休業から職場復帰の見通しが
 立ちやすいという利点もあるため、今般の認定こども園の制度化を契
 機に、一般の保育所についても、例えば、前年秋から翌年3月までの
 間に段階的に入所の決定を行うなど、入所決定時期の早期化を図られ
 たい。
 (5)市町村による私立認定保育所に関する情報提供
 0現在も、児童福祉法第24条第5項の規定に基づき、市町村は認可
 保育所に関する情報提供を行っているが、私立認定保育所については、
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 現在行われている情報提供に加え、以下の事項について情報提供を行
 うこととする。
 ・当該保育所が認定こども園である旨
 ・「保育に欠ける子ども枠」及び「保育に欠けない子ども枠」
 ・入所児童の選考方法一
 ・保育料
 4恣意的な選別の排除等の利用者保善のための仕組み
 ,(1)現在の仕組み
 ○現行制度においては、保育所の利用について恣意的な選別を排除し、・
 利用者保護を図る等の観点から、以下の措置が講じられている。
 ①保育所の長に対して、市町村からの保育の実施のためσ)委託について
 正当な理由がない限り、応諾義務を課す(児童福祉法第46条の2)。
 ②市町村は、一の保育所について、当該保育所への入所希望児童の全て
 が入所する場合には適切な保育の実施が困難となる等のやむを得ない
 事由がある場合には、当該保育所に入所する児童を公正な方法で選考
 することができる(同法第24条第3項)。
 0②の公正な方法による選考につし、ては、
 ・児童虐待の防止等に関する法律第13条の2第1項において、「児童
 虐待の防止に寄与するため、特別の支援を要する家庭の福祉に配慮し
 なければならない」こと
 ・母子及び寡婦福祉法第28条において、「母子家庭等の福祉が増進さ
 れるように特別の配慮をしなければならない」こと
 が規定されている。
 また、r児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の
 整備に関する政令等の施行について」(平成9年9月25日児発第5
 96号)において、
 ・保育所や申込みのあった児童の家庭の状況等地域の実情を十分に踏ま
 え、市町村において客観的な選考方法や選考基準を定めるとともに、
 あらかじめ地域住民に対して適切な方法で情報提供すること
 ・選考方法として優先度の点数化等を行う場合には、客観的な評価が行
 われるよう留意するとともに、その際に優先する要素(例えば、母子
 家庭や父子家庭、その他兄弟の入所状況、延長保育・障害児保育の必
 要度等)がある場合には、当該要素を選考基準において明確すること
 を示している。
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 (2)私立認定保育所に関する仕組み
 ○私立認定保育所の利用手続きは利用者と施設の直接契約によるが、こ
 の場合においても、現在の仕組みを踏まえて以下のような措置を講じ、
 利用者の恣意的な選別等が行われることのないようにする。
 ①私立認定保育所の長に対し、市町村から「保育に欠ける子ども」に該
 当する旨の通知を受けた児童の入所について、正当な理由がない限り、
 応諾義務を課す(第13条第2項による児童福祉法第4・6条の2の読
 替え)。
 ②私立認定保育所について、市町村から「保育に欠ける子ども」に該当
 する旨の通知を受けた入所を希望する子どもの数が多数に上る場合に
 おける当該施設による入所する子どもの決定について、
 ・公正な方法により選考すること
 (第13条第2項による児童福祉法第24条第3項の読替え)
 ・児童虐待防止対策の観点から特別の支援を要する家庭や母子世帯等
 に特別の配慮を行うこと
 (第13条第8項による母子及び寡婦福祉法第28条、児童虐待の防
 止等に関する法律第13条の2第1項の読替え)
 を法律上規定。
 0②におけるr公正な方法による選考」については、厚生労働省令の定
 めるところにより行うこととされているが、
 ・あらかじめ市町村長を経由して都道府県知事に届け出た方法による
 こと
 ・市町村長ぱ児童福祉法第24条第5項の規定に基づき、当該選考方法
 に関する情報提供を行うこと
 ・私立認定保育所においては、選考方法を記載した書類を備え付けると
 ともに、保護者からの求めに応じて、これを示すこと
 を規定することとしている。
 ○また、児童福祉施設最低基準を改正し、私立認定保育所について、選
 考はこうした「公正な方法」により行わなければならない旨を規定する
 こととしている。
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 5私立認定保育所における利用料の設定
 (1)現行制度
 ○現行制度では、保育の実施に要する費用を支弁した市町村は、「この
 費用を保護者から徴収した場合における家計に与える影響を考慮して保
 育の実施に係る児童の年齢等に応じて定める額」(=・応益負担を原則と
 しつつ、負担能力に配慮した負担)を本人又はその扶養義務者から徴収
 できることとしている(児童福祉法第56条第3項)。
 (2)私立認定保育所における利用料設定の仕組み
 O私立認定保育所の利用料については、「応益負担を原則としつつ、負
 担能力に配慮した負担」との基本的考え方の維持を前提としつつ、以下
 のとおり保育所において設定できることとする。
 ※なお、公立保育所について、市町村内で保育所ごとに費用徴収額
 を変えることは現行制度においても可能である。
 ①私立認定保育所については、市町村による費用徴収の規定(児童福祉
 法第56条第3項)は適用しない(第13条第4項)。
 ②私立認定保育所の利用者は、保育料として当該保育所が定める額を当
 該保育所に対して支払うこととし、当該保育所は、保育の実施に要す
 る費用を勘案し、かつ、保護者の家計に与える影響を考慮して当該保
 育の実施に係る児童の年齢等に応じて、保育料の額を設定しなければ
 ならないこととする(第13条第4項・第5項)。
 ※児童福祉法第56条第3項においては、r本人又ばその扶養義
 務者」から費用を徴収することとされているが、私立認定保育所
 については保護者が保育料を支払う。
 扶養義務者:直系血族及ぴ兄弟姉妹等(民法第877条)
 保護者:親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童
 を現に監護する者(児童福祉法第6条)
 ③私立認定保育所は、保育料の額を設定したときは、これを市町村長に
 届け出ることとし、市町村長は、施設が設定した保育料の額が第13
 条第5項に規定する保育料設定の基本的考え方に適合しないと認める
 ときは、その変更を命じることができる(第13条第6項・第7項)。
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 ※具体的には、例えば、
 ・生活保護家庭から利用料を徴収する
 ・同」所得階層について、サービスの提供によりコストがかかる
 低年齢児の利用料を、3歳以上児の利用料よりも低く設定する
 ・実際にサービスの提供に要した費用よりも著しく高い利用料を
 設定し、結果として低所得者の利用を排除する
 といった場合には、変更命令の対象となる。
 ④なお、この保育料の額の届出を行わない場合若しくは虚偽の届出を行
 った場合、又は市町村長による保育料の額の変更命令に従わない場合
 にぱ、認定こども園の認定を取り消し得る(第10条第1項第5号)
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 6私立認定保育所に関する市町村の支弁等
 (1)現行制度
 O現行制度においては、
 ①保育所における保育の実施につき最低基準を維持するために要する費
 用は市町村(ただし都道府県立の保育所に係る費用は都道府県)の支
 弁とされ(児童福祉法第51条第.4号・第4号の2)、
 ②この支弁を行った市町村は、一「保育の実施に要する費用を保護者から
 徴収した場合における家計に与える影響を考慮して保育の実施に係る
 児童の年齢等に応じて定める額」を保護者から徴収することができる
 (同法第56条第3項)。
 (2)私立認定保育所に関する市町村の支弁
 ○私立認定保育所に関し市町村が支弁する費用は、その利用手続を直接
 契約とすることに伴い、保育の実施に要する費用から保護者が施設に対
 して支払う保育料に相当する額を控除した額とする。
 (第13条第2項による児童福祉法第51条第4号の読替え〉
 Oこの控除するr保育料に相当する額」については、認定こども園の認
 定を受けた保育所が実際に保護者から支払を受けた保育料の総額を用い
 ることを原則とするが、この額が一般の保育所の利用者について市町村
 が徴収する保育料額を基礎として政令の定めるところにより算定した額
 を下回る場合には、当該算定した額を用いる。
 (このため、私立認定保育所が低額な利用料を定めたとしても、市町村
 の支弁が自動的に膨らむこととはならない。)
 ※政令においては、
 ①その私立認定保育所が一般の保育所であり、
 ②私立認定保育所の保育料負担者であるr保護者」を一般の保育所
 の保育料負担者であるr本人又はその扶養義務者」である
 とみなした場合に、その私立認定保育所の利用者である保護者から
 市町村が徴収することとなる額を規定。
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 (3)国庫負担等の取扱い
 0現行制度においては、国及び都道府県は、私立保育所に係る市町村の
 支弁した保育の実施に要する費用(児童福祉法第51条第4号)につい
 て、政令の定めるところによりそれぞれ2分の1、4分の1を負担する
 こととされている(同法第53条、第55条)。
 Oこの政令においては、国庫負担及び都道府県負担は、国が定める基準
 により算定した保育の実施に要する費用の額から国が定める基準により
 算定した保護者からの費用徴収額を控除した額について行うこととされ
 ている。
 O私立認定保育所に関し市町村が支弁する額は、保育の実施に要する費
 用から保育料に相当する額を控除した額となるが(第13条第2項によ
 る読替え後の児童福祉法第51条第4号)、国庫負担及び都道府県負担
 は、一般の保育所と同様に、国が定める基準により算定した保育の実施
 に要す'る費用の額から国が定める基準により算定した保護者が支払う保
 育料を控除した額について行うこととしている。
 ○その際、国が定める保育費用及び保育料に関する基準は、いずれも一
 般の保育所と同様のものとするため、国庫負担及ぴ都道府県負担につい
 ても実質的に一般の保育所と同様の負担が行われる。
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 (現行制度)
 市町村
 最低基準維持費用
 国庫負担(2分の1)
 都道府県負担(4分の1)
 市町村負担(4分の1)

 十
 保育料
 用収
 費徴
 支弁

 保育所'
 (私立認定保育所)
 市町村
 保護者
 }
 _」
   国庫負担(2分の1)
   都道府県負担(4分の1)
   市町村負担(4分の1)
   

 支弁

 保育所
 保育料
 最低基準維持費用
 保育料
 支払
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 7官公署に対する資料提供の求めについて
 O現在、市町村長は、児童福祉法第56条第3項の規定による費用徴収に
 関し必要があると認めるときは、本人又はその扶養義務者の収入の状況に
 ついて、官公署に対し、必要な書類の閲覧又は資料の提供を求めることが
 できることとされている。
 O私立認定保育所については、その利用料の決定や徴収を市町村でなく施
 設が行うこととなるが、保育の実施に要した費用から保育料額を控除した
 額である市町村の支弁額を適正に算定するためには、市町村が利用者の所
 得に関する情報を把握する必要がある。
 ○このため、市町村長は保育料額の算定に関し必要があると認めるときは、
 保護者の収入の状況について、官公署に対し、必要な書類の閲覧、資料の提
 供を求めることができることとしている。
 (第13条第2項による児童福祉法第56条第8項の読替え)
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 <第14条(児童福祉法等の特例:施設整備に関する助成の特例)>
 ○第14条は保育所の施設整備費助成に関する特例を定めるものである。
 0現在、保育所を含む児童福祉施設の新設、修理、改造、拡張又は整備に要
 する費用については、児童福祉法第56条の2の規定により、設置主体が社
 会福祉法人、日本赤十字社又は民法法人である等の場合に限り、その4分の
 3以内を補助することができる。なお、新設に要する費用の補助については、
 社会福祉法人に限定されている。
 ○この児童福祉法第56条の2の特例を設け、認定を受けた幼保連携施設を
 構成する幼稚園及び保育所の設置者が同一の学校法人である場合における当
 該保育所については、市町村による施設整備費助成の対象とするものである。
 、
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 <第15条(私立学校振興助成法の特例)>
 O第15条は、私立学校振興助成法の特例を定める毛のである。
 ○学校教育法本則上、私立学校の設置者は学校法人に限定されているが、同
 法附則上、私立幼稚園は、当分の間、学校法人以外の主体(以下「102条園の
 設置者」という。)により設置されうるものとされている。
 ○また、私立学校振興助成法附則上、国又は地方公共団体は、当分の間、102
 条園の設置者に対して助成を行うことができるが(同法附則2条1項)、助
 成を受ける102条園の設置者については、当該助成を受けることとなった年
 .度の翌年度から起算して5年以内に、当該幼稚園が学校法人によって設置さ
 れるように措置する義務が課せられている(同法附則2条5項)。
 O本条は、こうした現行制度に対し、認定こども園である幼保連携施設を構
 成する幼稚園及び保育所を設置する社会福祉法人については、私立学校振興
 助成法に基づく助成を受ける場合においても、5年以内の学校法人化措置義
 務を課さない特例を設けるものである。
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 く第16条(罰則)>
 ○第16条は、第9条の規定に違反した考に対する罰則を定めるものである。
 ○第9条(認定こども園の名称の使用制限)に違反した者については・30
 万円以下の罰金に処することとしている。
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 <附則第1項(施行期日)>
 .一嘱、揚卸r一ヒ邦怖7r“・一・慣し川て艶¶η椎r一・.17.四一・増囎一四τ一
 0附則第1項は、本法律の施行期日を定めるものである。
 O本法律の施行期日については、平成18年10月1日としている。
 O各都道府県においては、認定基準を定める条例について、可能な限り10
 月1日までに策定して頂きたいが、都道府県議会の日程も考慮しつつ、遅く
 とも秋の議会においては制定して頂きたい。
 <附則第2項(名称の使用制限に関する経過措置)>
 O附則第2項は、名称の使用制限に関する経過措置を定めるものである。
 0この法律の施行の際に現に認定こども園という名称又はこれを紛らわしい
 名称を使用している者については、認定こども園の名称の使用制限に関する
 第9条の規定は、この法律の施行後6か月間は適用しない。
 く附則第3項(検討)>
 ■1一郡甲一・.
 ○附則第3項は、本法律施行後の検討について定めるものである。
 ○具体的には、政府は、この法律の施行後5年経過後において、この法律の
 施行状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検
 討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとしている。
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 lVその他関連事項1
 鳩削・』嗣淵・・協心旺_」馳血轟螺.・躍凸』鵬_静
 1国の財政措置
 (1)運営費及び施設整備費について
 O認定こども園制度については、地域の実情に応じた柔軟な対応を可能
 としているが、一方で、子どもに対する教育・保育の質の確保の観点か
 ら、国の財政措置は幼稚園・保育所の認可を受けた施設に対してのみ行
 うこととする。
 すなわち、財政措置については、
 ①幼保連携型は、幼稚園と保育所の双方の補助の組み合わせ
 ②幼稚園型は、従来どおり幼稚園の補助制度を活用
 ③保育所型は、従来どおり保育所の補助制度を活用
 ④地方裁量型は、国の財政措置はなく、地方自治体の一般財源
 で対応する。
 ○その上で、認定こども園の設置促進や円滑な運営を図る観点から、幼
 保連携型の場合には、以下のような財政上の特例を講じる。
 ①幼稚園の施設整備費及び運営費は、いずれも原則学校法人のみが助成
 対象とされ、学校法人以外の主体が助成を受けた場合には、私立学校
 振興助成法に基づき、学校法人化が義務付けられるが、認定こども園
 である幼保連携施設を構成する幼稚園及び保育所を設置する社会福祉
 法人については、学校法人化措置義務の対象外とし、社会福祉法人の
 まま、当該幼稚園について助成を受け続けることができるものとする。
 ②保育所の施設整備費は、社会福祉法人等のみが助成対象とされている
 が、認定こども園である幼保連携施設を構成する幼稚園及び保育所の
 設置者が同一の学校法人である場合には、当該学校法人も助成対象と
 する。
 ③保育所の運営費は、従来から学校法人立保育所も助成対象とされてい
 るが、幼保連携型の認定こども園の場合には、幼稚園と保育所の合計
 定員が現在の認可基準である60人に達する場合には、保育所の定員
 が10人でも保育所の認可を行うことを認め、助成対象を拡大する。
 (この場合、運営費国庫負担金については、幼稚園と保育所の合計定
 員に対応する保育単価を適用することを予定している。)一
 O上記③の措置に関連して、保育所を経営する事業については定員が2
 0人以上のものに限って社会福祉法に規定する社会福祉事業とされてい
 るが、今般の認定こども園制度の創設を踏まえ、こうした定員が10人
 以上の保育所についても社会福祉事業となるよう社会福祉法施行令の改
 正を予定している。
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 O同時に、各都道府県の幼稚園担当部局においては、以下の点について
 検討をお願いしたい。
 ①保育所を設置している社会福祉法人については、「保育所の設置認可
 に係る規制緩和に伴う保育所を設置する社会福祉法人による幼稚園の
 設置について」(平成12年3月31日文初幼第523号)において、
 保育所を設置する社会福祉法人から私立の幼稚園の設置認可に関する
 申請があった場合には適切に御配慮いただくようお願いしており、私
 立幼稚園の認可審査基準において、保育所を設置している社会福祉法
 人を幼稚園の設置者に加えるといった改正等を行っていただいている
 ところであるが、現時点でこうした改正等を行っていない都道府県に
 おかれても、社会福祉法人が、保育所と幼稚園を一体的に設置して認
 定こども園の認定を受けようとする場合には、私立幼稚園の設置主体
 として認められるよう、適切な御配慮をお願いしたい。
 ②今般の法律においては、私立学校振興助成法の特例により・認定こど
 も園である幼保連携施設を構成する幼稚園及び保育所を設置する社会
 福祉法人が、当該幼稚園について補助金の交付を受ける場合には、同
 法附則第2条第5項による学校法人化措置義務の適用対象外とされ、
 社会福祉法人のまま助成を受け続けることができることとしているが・
 各都道府県の私学助成の補助要綱において、こうした社会福祉法人の
 取扱いについて、所要の規定が整備されるようお願いしたい。
 ③幼保連携型の認定こど・も園については保育所の定員が10人でも保育
 所の言忌可を行うことが認められることとの均衡の確保等の観点から、
 幼保連携型の認定こども園について、幼稚園と保育所の合計定員が現
 在の幼稚園認可基準に達する場合には、幼稚園の定員が少人数であっ
 ても幼稚園の認可が行われるようお願いしたい。
 r幼稚園と保育所の合計定員が60人に達する場合、保育所の定員が
 10人でも保育所認可を行うことを認める」今般の保育所認可定員に
 関する国基準の緩和は、地域の多様な二一ズヘφ柔軟な対応を可能と
 する観点から保育所認可権者の裁量を拡大するものである。
 国としては10人程度の保育所と同様に10人程度の幼稚園に対する
 ニーズも存在すると考えているが、幼稚園の認可基準も最終的には都
 道府県の判断事項であり、幼保連携型における幼稚園の認可定員の下
 限及びその条件については、今回の保育所認可定員に関する制度改正
 の趣旨を踏まえつつ、幼稚園、保育所いずれからの移行も実質的に排
 除されることのないよう適切に判断していただくこととなる。
 この場合、保育所には低年齢児(0～2歳児)がいることから、こう
 した条件の検討に際しては、幼稚園と保育所の合計定員には低年齢児
 を含むこととし、また学級数ではなく定員で比較することが適当であ
 る。
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 (2)子育て支援事業に関する国の財政措置
 0認定こども園に関する財政措置については、引き続き幼稚園、保育所
 等に関する財政措置を活用することとしており、子育て支援事業に関す
 る財政措置も同様である。
 ○具体的には、現在も、
 ①幼稚園における子育て支援に対する私学助成、
 ②保育所における地域子育て支援センターや一時保育に対する助成
 を行っており、これらの助成の仕組みを活用して対応することとしてい
 る。
 ○なお、来年度以降の財政措置については、平成19年度概算要求の段
 階で説明することとしたい。
 一56一



 2幼保連携推進室
 (1)趣旨
 or就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
 る法律」(以下「就学前教育保育法」という。)の成立に伴い、就学前
 の教育・保育に関する文部科学省と厚生労働省の連携を強化するため、
 両省(文部科学省初等中等教育局幼児教育課及び厚生労働省雇用均等・
 児童家庭局保育課)にr幼保連携推進室」を設置する。
 (2)業務内容
 ①認定こども園に関すること
 就学前の教育・保育・子育て支援を総合的に提供する施設を「認定こ
 ども園」として認定する枠組みを設ける就学前教育保育法の施行に関す
 る事務。
 ・就学前教育保育法に基づく共同省令、認定こども園の認定基準に関
 する指針の策定
 ・認定こども園に関する国民、地方自治体からの照会等に対する一元
 的な対応
 ・幼保連携施設を中心とする補助金事務の調整
 ・就学前教育保育法に規定する5年後の見直しに向けた施行状況の把
 握と検討
 ②幼稚園及び保育所の連携の推進に関すること
 (3)会議システム等
 0電話回線の共用化、遠隔会議システムの導入、統一メールアドレス等
 により、常時円滑かつ迅速な総合的事務処理及び意思決定を可能とする
 体制を確保する。
 (4)設置予定日
 平成18年7月1日
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 3地方自治体における施行準備事項
 [都道府県]
 O言葱定者の決定(原則都道府県知事、一定の場合は都道府県教育委員会)
 (法第3条、P8関係)
 ○認定基準(条例)の策定(法第3条、P10関係)
 ○認定申請手続き(申請書、添付書類等)の整備(法第4条、P13関係)
 O認定こども園に関する情報提供の準備(法第6条、P18関係)
 ○変更届出が不要なr軽微な変更」となる若干名の枠の変更の範囲の
 設定(法第7条、P19関係)
 ○運営状況に関する定期報告の時期、事項の設定(法第8条、P20関係)
 O地方自治体における連携協力体制の整備(法第11条、P27関係)
 ○幼稚園・保育所認可基準の弾力化(P54関係)
 ○幼稚園・保育所認可基準における資格の弾力化に伴う都道府県教育委員
 ・会による臨時免許状の付与・都道府県知事による幼稚園教諭免許のみを
 有する者に関する判断
 O制度に関する周知広報'
 [市町村]
 ○地方自治体における連携協力体制の整備(法第11条、P27関係)
 ○保育の実施事務における私立認定保育所への対応の整理(法第13条、
 P39関係)
 0認定こども園である保育所に関する情報提供の準備(法第13条、P4
 1関係)
 ○保育料に関する条例の改正(必要に応じて)(法第13条)
 O一般の保育所に関する入所決定時期の早期化(法第13条、P41関係)
 ○制度に関する周知広報
 一58一



 第2部
 経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003(抄)
 (平成15年6月27日閣議決定)
 構造改革への具体的な取組
 1規制改革・構造改革特区
 一医療や子育てなどの国民生活に直結した分野や、ビジネスニーズの高い分野等で規制改革・構造
 改革特区を推進し、消費者の選択肢とビジネスチャンス・雇用の拡大を図る。また、事前規制の
 緩和、撤廃に併せて、事後チェック体制の充実を図る。
 【具体的手段】
 (1)r規制改革推進のためのアクションプラン」(平成15年2月17日総合規制改革会議、以下、rア
 クションプラン1)の12の重点検討事項については、次のとおり改革を進める.
 ④新しい児童育成のための体制整備
 近年の社会構造・就業構造の著しい変化等を踏まえ、地域において児童を総合的に育み、児童の
 視点に立って新しい児童育成のための体制を整備する観点から、地域のニーズに応じ、就学前の教
 育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設の設置を可能とする(平成18年度までに検討)。
 あわせて、幼稚園と保育所に関し、職員資格の併有や施設設備の共用を更に進める。
 2重点項目の改革工程
 【社会保障】
 ○新しい児童育成のための体制の整備・
 ①近年の社会構造・就業構造の著しい変化等を踏まえ、地域において児童を総合的に育み、児童の
 視点に立って新しい児童育成のための体制を整備する観点から、地域のニーズに応じ.就学前の教
 育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設の設置を可能とする。
 ②児童の教育・保育に従事する者は、当分の間、それぞれの資格を認めることとしつつ、将来的に
 幼稚園教諭と保育士の双方の資格を併せ持つことを要することとし、当面、双方の資格が取得しや
 すいような方策を講ずる.
 ③1及び②の実現に向けて、関係省庁において平成18年度までに検討するとともに、蘭連する負
 担金の一般財源化など国と地方の負担の在り方について、地方自治体の意見を踏まえ、上の検討と
 並行して検討を進め、必要な措置を講ずる。
 規制改革・民間開放推進3か年計画'(抄)
 (平成16年3月19日閣議決定)
 5幼稚園・保育所の一元化
 近年の社会構造就業構造の著しい変化等を踏まえ、地域において児童を総合的に育み、児童の視点に
 立って新しい児童育成のための体制を整備する観点から、地域の二Lズに応じ、1就学前の教育・保育を
 一体として捉えた一貫した総合施設を設置する。その実現に向けて、平成16年度中に基本的な考えをと
 りまとめた上で、平成17年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々な準
 一備を行い、平成18年度から本格実施を行う。【平成1了年度中に措置】
 あわせて、幼稚園と保育所に関し、職員資格の併有や施設設備の共用を更に進める。【平成15年度中
 に措置済】
 少子化社会対策大綱(抄)
 (平成16年6月4日閣議決定)
 重点課題に取り組むための28の行動
 〔子育ての新たな支え合いと連帯〕
 (地域における子育て支援)
 (14)就学前の児童の教育・保育を充実する
 ・就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設について、平成16年度中に基本的考
 え方を取りまとめ、平成17年度に試行事業を先行実施し、平成18年度からの本格実施を目指す。
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 幼稚園と保育所の比較
   区分幼稚園保育所
   【根拠】
   施設の性格学校児童福祉施設
   根拠法令.学校教育法児童福祉法
   目的r幼児を保育し、適当な環境を「目々保護者の委託を受けて、
   与えて、.その心身の発達を助長保育に欠ける乳児又は幼児を保
   すること」育すること」
   (学校教育法第77条)(児童福祉法第39条)
   一一_一一昌一F一一--一昌昌一一F一目一一昌昌一一昌一一一一一一一一『一昌』一一一-一骨甲一一一一一冒『一昌昌一一一一一-一一一曹一一r一昌一一一一一一--F『一一
   [サービス内容】対象児満3歳～就学前の幼児O歳～就学前の保育に欠ける児童
   開設日数39週以上(春夏冬休みあり),約300日
   保育時間艦騎鰭を実施11時間以上の開所※延長保育、一時保育を実施
   保育・教育内容幼稚園教育要領保育所保育指針
   (平成10年12月文部省告示)(平成11年10月児童家庭局長通知)
   層一一日一』一一一-一昌昌一一一一一r一一一一一一一一一一曹一一一一一一一一一一-一昌一一一一---“一一一一一一一_一一--一一一一一_一rr--一一昌一-曹-一一一一一一昌
   【設置主体】国(国立大学法人を含む。)、制限なし
   一■地方公共団体、学校法人
   ※ただし、私立の幼稚園については、当分
   難瀬聖人によって設置することを
   曹一一一-,一一一一一一一一曹一幅一_一一-一『一一-一一一一一一巴一一一』一一一一一『一一r一一一一-一-一『軸-一→一一一一一r一一昌一一'一昌昌一一一-曹嶋一階一一一一一
   [人員】
   保育士(教諭)の配置基準1学級35人以下0歳3:11・2歳6'1:3歳20.1
   4・5歳30:1
   資格幼稚園教諭専修(院卒)保育士(国家資格)
   雛騰雑駁躾麸)
   職員数11万人(H17.5現在)26万8千人(H15.10現在)曹-一-曹一『一一一一曹一曹一一團一--胴曹【一一→一一一一一一-『曹
   一一rr一一-『昌一一一一一』一一一一一一一-一一一一一昌一一一一昌一昌一一昌一昌一一一一一一
   【財源と利用料】
   運営に要する経費難臨羅議)私立(国庫負担金)※H18子算:2,9831意円
   (国1/2,都道府県1/4,市町村1/4)
   公立(交付税措置)
   保育料幼稚園ごとに保育料を設定(所得に応じて就園奨励費を助成)繋臨藻臨料澱定
   一一一一一一一一一一一曹一一一一一一一一一一一一一曹一一一一一一一一一一昌昌一一一【“一輔冒一『一一昌一一一一一-一-一一一一一一一一一一一『一一一』一一一一一一一一一-曹『F
   〔施設】
   施設基準幼稚園設置基準児童福祉施設最低基準
   (文部省令)(厚生省令)
   運動場、職員室、保育室、遊戯保育室、遊戯室、屋外遊戯場、
   室、保健室、便所、飲料水用設調理室、便所
   備等※屋外遊戯場は保育所の付近にある場
   ※運動場は幼稚園と同一敷地内・隣接合でも可
   一→一r一一一一昌一一.一一『一一一一帰一『一一一一---一一』一一一一一一一『一■門一一_一一一一一一一『『一一一一一一一一『-一-一一一一一一一-一一一-一-』『一一一一一一
   【その他】
   入所保護者と幼稚園設置者との契約市町村と保護者の契約(入所希望
   を配慮)
   施設数1万4千か所(H17.5現在)'2万3千か所(Hゴ7.4現在)
   国公立6千か所私立8干か所公営1万2千か所'『民営1万か所
   児童数ゴ73万9千人199万4千人、
   国公立35万6千人公営98万8千人
   私立138万3千人民営100万6千人
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